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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○本日は、総理指示を受けＩＴ総合戦略本部の下で検討してまいりました「ＩＴコミュニケーション活用促進戦略会議」の「提言」が昨日取りまとめられましたので、その概要をご報告いたします。

○提言のタイトルとして「ネット意識革命宣言」、副題として「変革の原動力としてのＩＴコミュニケーション」という素晴らしいネーミングを付けていただきました。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○本検討会は、ＩＴコミュニケーションをより有効に活用可能とするための環境整備の在り方、また、その活用を加速化させるために必要な新たなルール作り等について検討するため、慶應義塾大学の國領先生に座長をお願いし、錚々たるメンバーにお集まりいただき、昨年12月から8回にわたり検討を積み重ねてまいりました。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○本提言では、我が国が抱える様々な課題を克服しつつ、経済成長を遂げるためには、ＩＴコミュニケーションを活用しない選択肢はないという強いメッセージを打ち出していただきました。

○このような強い方向性は、この会議でなければ打ち出せなかったのではないかと考えております。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○ＩＴコミュニケーション活用促進のための基本的考え方として、５つの軸を打ち出していただきました。

○１つ目は、対面・書面交付原則の見直しを通じて、特に医療・健康等の分野を中心に、ネットの利点を最大限活用すべきということです。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○２つ目は、守られるべき人の「安全」をしっかりと担保しながら、自由なＩＴコミュニケーションで、「安心を高めるためのインターネット」をつくるべきということです。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○３つ目は、諸外国との事業環境のイコール・フッティングを図ること、また、ＩＴのような進化のスピードの速い分野においては、技術の進化を妨げないルール形成をすべきということです。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○４つ目は、通信インフラを圧倒的に安く・高速にすることが、そのインフラを利用するあらゆる産業でのイノベーションを生み出すという意味において、誰でも自由に安心してネットが使える環境を整備すべきということです。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○５つ目は、グローバル・スタンダードを踏まえたオープンな技術を活用することによって、ＩＴコミュニケーションのコストパフォーマンスを飛躍的に向上させ、国際競争力の強化を図るべきということです。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○こうした５つの考え方に基づき、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」のターゲットでもある2020年を見据えて、足元１～２年で取り組むべき６つの施策と中長期的に取り組むべき３つの施策を打ち出していただきました。詳細はお手元の資料をご参照ください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
－
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○本提言では、ＩＴ利活用の裾野拡大に向けた大変重要な視点が示されたものと思っております。

○提言で示された考え方や施策は、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」の改訂にしっかりと反映させていくとともに、成長戦略の柱として強力に推進してまいりたいと思います。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続いて、海洋政策担当大臣として、5月22日に私に対して手交されました、総合海洋政策本部参与会議意見書についてプレゼンしたいと思います。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　総合海洋政策本部参与会議は、海洋政策の重要事項について審議し、総合海洋政策本部長（内閣総理大臣）に意見を述べるため、総合海洋政策本部令に基づき、平成19年10月に設置されました。

○　昨年4月に閣議決定された海洋基本計画においては、特に重要と考えられる施策について、テーマごとにプロジェクトチーム（ＰＴ）等を設置し、集中的に検討するとされています。

○　これを受けて、総合海洋政策本部参与会議の下に、三つのＰＴ、
　　・新海洋産業振興・創出
　　・海洋調査・海洋情報の一元化・公開
　　・EEZ等の海域管理のあり方
　　を設置し、各ＰＴとも８回程度の精力的なご議論をいただきました。

○　各ＰＴにおける検討結果をとりまとめるため、4月24日に参与会議を開催し、意見書の議論を行い、この結果、今月22日に私（海洋政策担当大臣）に対して意見書が手交されました。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
意見書のポイントを説明します。新海洋産業振興・創出については、

○　従来の海運、造船業に加え、海洋資源開発、洋上風力発電等の海洋再生可能エネルギー等新しい海洋産業を創出し、成長産業へと育成していくことが必要。

○　具体的には、今後ますます成長が期待される、海洋石油・天然ガス開発におけるFLNG（洋上天然ガス液化・再ガス化設備）や大水深掘削事業への我が国企業の進出促進、メタンハイドレート開発計画の生産システムや技術開発の推進、洋上風力発電等の海洋再生エネルギーの産業化の推進等が重要。

○　また、海洋産業の振興のためには、海洋人材の育成が重要。

とのご意見をいただきました。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、海洋調査・海洋情報の一元化・公開については、

○　海洋政策を着実に進めていくためには、海洋調査を戦略的に推進し、得られた情報を一元化し、適切に公開していくことが必要であり、このための共通ルールの策定が必要。

○　また、海上安全確保や環境保全を含め、海における様々な脅威に対処するため、欧米でも進められているグローバルな海洋情報をリアルタイムに共有する取組であるMDA（海洋状況把握）を我が国でも実現することが重要であり、関係組織（海洋、宇宙等）が連携して検討を深めることが必要。
　　【 注　MDA ： Maritime Domain Awareness 】

○　日本の海洋調査産業の発展のためには、世界に先駆けて新たな調査技術を開発し、国際競争力を高め、海外を含め市場を広げていくことが重要。

とのご意見をいただきました。




プレゼンター
プレゼンテーションのノート
また、ＥＥＺ等の海域管理のあり方については、

○　海洋の計画的な開発・利用・保全と海洋産業の振興を目的として、法制度の整備が必要との考え方で一致。

○　地理的・地形的な特性を踏まえ、開発と環境保全のバランスのとれた、既存利用者の利益を害することなく新規利用者の負担軽減につながる、透明性ある制度が必要。

とのご意見をいただきました。

○　なお、現在、総合海洋政策本部（本部長：内閣総理大臣）の下に設置した、私（海洋政策担当大臣）がチーム長で、関係省庁の副大臣により構成される検討チームにおいて、ＥＥＺ等の海域の管理のあり方について議論を進めているところです。

（最後に）
○　これらのご意見を十分に参考としまして、内閣官房総合海洋政策本部事務局を中心に施策を推進していく所存です。
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